































































































































































































































１級行政区（省級） 遼寧省 吉林省 黒龍江省
２級行政区（市級） 14 ９ 13
　 地級市 14 ８ 12
　 地区 - - １
　 自治州 - １ -
３級行政区（県級） 100 60 128
　 市轄区 56 20 64
　 県級市 17 20 18
　 県 19 17 45
　 自治県 ８ ３ １
４級行政区（郷級） 1,507 898 1,278
　 街道 602 280 383
　 鎮 581 428 478
　 郷 252 162 359
































































































































































遼寧 吉林 黒龍江 全国 遼寧 吉林 黒龍江 全国
1997 271.9 103.6 289.7 5521.6 605.2 217.5 295.9 13672.7
1998 274.7 110.8 294.2 6121.6 673.4 275.4 381.2 16369.7
1999 309.5 98.9 196.7 5894.6 610.4 370.8 462.8 17837.3
2000 242.8 107.4 305.2 6275.6 800.2 460.6 515.9 19946.2
2001 296.6 132.8 283.6 6586.6 867.5 518.9 661.9 23414.6
2002 261.3 135.0 283.4 6526.7 1025.3 643.8 692.9 28962.0
2003 240.9 142.2 283.4 6113.6 1412.5 787.1 847.5 39698.1
2004 367.1 219.1 280.4 7524.6 2214.3 842.6 1039.7 51503.6
2005 476.7 235.7 406.5 9111.0 3189.8 1345.5 1174.7 65984.1
2006 606.2 241.5 488.6 10856.5 4371.7 2124.6 1551.8 82512.2
2007 861.3 316.7 642.6 13165.3 5714.8 3023.5 1949.1 104299.2
2008 1075.1 443.3 766.8 17172.5 7806.9 4149.5 2588.0 131565.8
2009 815.5 586.2 679.2 20697.4 10789.6 5372.7 4016.5 173223.0
2010 994.9 711.9 746.2 22790.6 14111.4 6683.3 5546.4 218640.2
2011 748.7 506.4 848.9 21797.2 16682.7 6720.3 6309.0 280598.8


















































































































1994 4,044 6,053 3,639 4,408 193 378 199 231 337 550 406 388
1995 5,046 6,826 4,356 5,443 246 451 244 274 399 669 466 472
1996 5,846 7,784 5,185 6,445 306 522 296 340 473 776 564 560
1997 6,420 8,560 5,565 7,221 358 560 319 401 542 835 645 623
1998 6,796 9,490 5,984 7,418 399 647 360 475 615 954 730 744
1999 7,159 10,167 6,349 7,641 445 681 387 503 718 1,116 897 949
2000 7,858 11,159 6,790 8,545 505 707 387 487 818 1,238 972 1,003
2001 8,622 12,001 7,553 9,344 611 883 450 561 1,029 1,515 1,213 1,255
2002 9,398 12,528 8,322 10,181 663 951 487 608 1,190 1,644 1,344 1,395
2003 10,542 14,258 9,329 11,612 762 1,062 570 652 1,333 1,863 1,513 1,481
2004 12,336 15,822 11,525 12,446 915 1,256 614 758 1,584 2,209 1,874 1,827
2005 14,185 19,065 13,329 14,434 1,155 1,600 763 833 1,924 2,853 2,324 2,062
2006 16,500 21,785 15,700 16,248 1,392 1,914 900 1,012 2,315 3,331 2,638 2,533
2007 20,169 25,976 19,358 18,577 1,784 2,519 1,175 1,151 2,902 4,105 3,237 3,105
2008 23,708 31,677 23,504 21,737 2,157 3,143 1,546 1,512 3,708 4,991 4,316 4,032
2009 25,608 35,044 26,565 22,444 2,443 3,666 1,778 1,677 4,574 6,179 5,399 4,908
2010 30,015 42,188 31,553 27,051 3,029 4,582 2,193 1,971 5,510 7,305 6,506 5,879
2011 35,198 50,711 38,446 32,817 3,900 6,030 3,092 2,602 6,883 8,911 8,009 7,288




































































移転支出 地方上納 純移転 移転支出 地方上納 純移転 移転支出 地方上納 純移転
1995 153.3 57.0 96.3 63.9 1.3 62.5 95.0 12.5 82.5
1996 157.9 54.2 103.7 72.5 0.1 72.5 87.5 7.7 79.8
1997 127.9 35.1 92.8 84.5 0.4 84.1 94.5 8.0 86.5
1998 181.9 55.7 126.2 94.1 0.5 93.6 124.8 7.8 117.0
1999 229.9 55.0 174.9 137.3 0.9 136.4 184.3 8.5 175.7
2000 278.2 60.2 218.0 162.7 1.7 161.1 214.6 9.4 205.2
2001 336.4 59.0 277.4 207.0 2.3 204.7 272.8 10.9 262.0
2002 355.1 61.3 293.7 242.0 4.3 237.7 311.6 13.9 297.8
2003 478.5 61.2 417.3 294.1 4.2 290.0 322.5 12.3 310.2
2004 525.2 60.1 465.1 351.1 3.8 347.2 453.8 12.9 440.9
2005 534.1 64.6 469.5 416.7 3.3 413.3 515.9 11.7 504.2
2006 619.1 68.9 550.2 464.3 3.5 460.8 612.4 12.0 600.4
2007 734.9 63.1 671.9 617.6 1.8 615.8 806.8 10.0 796.8
2008 867.8 64.9 802.9 756.9 2.8 754.1 998.7 10.7 987.9
2009 1,098.0 73.3 1,024.7 950.8 6.4 944.4 1,238.4 13.8 1,224.6
2010 1,243.5 71.6 1,172.0 1,074.1 2.0 1,072.1 1,418.6 10.4 1,408.2
2011 1,505.8 75.7 1,430.0 1,309.5 3.3 1,306.2 1,864.1 13.7 1,850.3
注）純移転額=移転支出額−地方上納額、1995年〜2003年の移転支出額には税還付額が含まれる。
出所）中国財政部『中国財政年鑑』各年版より作成
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　このように、「融資プラットフォーム」と「土地財政」問題が、地方政府の債務規模を大
きく膨らませている。その結果、地方政府の不良債権リスクが拡大し、中国のマクロ財政
の負担が大きくなっている。したがって、地方政府の債務問題を解決しなければならない。
梶谷懐（2014）では、「土地備蓄モデル」による都市開発の手法を用いて、中国の土地政策
を「地方政府主導型」、「成長志向型」と評価している17）。すなわち、このような特徴を十分
に認識したうえで、土地制度改革を行うことを主張している。
おわりに
　本稿では、東北振興戦略実施以降の東北地域の財政運営に焦点を置いて、その実態と特
徴について分析を行った。第１章では、東北振興戦略及び地域振興政策と地方財政システ
ムについて概観し、第２章では、財政支出の面から東北地域の経済成長率、限界資本係数
（ICOR）など、政府投資の効率性について検討した。その結果、東北振興戦略実施以降の
東北地域の経済成長は、政府部門（地方政府主導）の投資に過大に依存し、その投資効率
は低下傾向にあることが明らかになった。そして、第３章では、財政収入の面から東北地
域の地方財政収支（一般予算収支の対GRP比）、税収弾性値、地域間財政力の推計を行っ
た。その結果、東北振興戦略実施による税収優遇政策が税収を増加させ、地域経済発展に
寄与してきたことは分かったが、各省間の財政力格差が大きく、遼寧省に比べて吉林省、
黒龍江省の財政力が乏しいことが明らかになった。その上、中央からの「移転支出」なら
びに「土地財政」に財源を依存する地方財政の脆弱性も浮き彫りになった。したがって、
今後の東北地域の経済成長は財政運営上のリスクを負うことが予想される。
　以上の分析を踏まえて、ここでは東北地域の持続可能な経済成長を実現するための政策
提言を試みる。
　第一に、地方財政システムの改善である。現行の「省管県」財政体制を見直すことで、
各層行財政間の権限や責任を更に明確化する必要がある。
　第二に、地方財政支出構造の改善である。合理的な財政支出を実現することで、投資効
率の向上を図る必要がある。
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図８　中国東北地域の土地・不動産関連税収
出所）中国財政部『中国財政年鑑』1999年版、2011年版より作成
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中国東北地域の財政運営に関する分析
　第三に、地域経済成長に有利な税・財政一体改革である。中央から地方への移転支出を
見直し、地方政府の財政力を高める必要がある。とりわけ、一般性移転支出の割合を高め、
各省政府の財政健全化を図るだけではなく、省級以下の財政力格差も是正する。
　第四に、地方政府の債務問題を解決しなければならない。「土地財政」を根絶するために
は、地方政府の固有財源を拡充させるとともに、土地・不動産関連税を地方税として導入
することが望ましい。
注
１）中国東北地域とは、一般的に遼寧省、吉林省、黒龍江省を指す。「東北三省」、「東北部」、もしくは
「東北地区」とも呼ばれる。広義には、内モンゴル自治区東部の５盟・市（フルンボイル市、ヒンガ
ン盟、シリンゴル盟、通遼市、赤峰市）も含まれる。
２）朱永浩『中国東北経済の展開：北東アジアの新時代』、日本評論社、2013年、97頁。
３）朱永浩、前掲書（注２）、97頁-109頁を参照されたい。
４）張忠任「中国における地方行政改革と地方自治の進展と意義」『北東アジア研究』第13号、島根県
立大学北東アジア地域研究センター、2007年３月、１頁-16頁を参照されたい。
５）徐雪梅・王婉婷・于亜奇「遼寧省における省管県管理体制改革に関する研究（中国語）」『理論界』
2010年第８期（総第442期）、2010年８月。
６）佐野淳也「中国・東北地域発展戦略の現状−中国経済が直面する課題の縮図として」『環太平洋ビ
ジネス情報』Vol.12No.46、日本総合研究所調査部環太平洋戦略研究センター、2012年８月、105
頁。
７）三浦有史「投資効率の低下が顕著な中国経済−習近平体制下で『発展方式の転換』は可能か」『JRI
レビュー』Vol.3,No.4、日本総合研究所、2013年３月、98頁。
８）ここで言う財政収支は地方政府部門の財政収入と財政支出を指す。地方財政システムの「省級」に
当たる。
９）税収弾性値とは、経済成長に応じて税収がどの程度増加するかを表す指標であり、税収の伸び率を
名目GDP成長率で除して算出される。
10）田中修「経済発展方式転換に向けた財政・税制面の制度改革と主要課題」『日中経協ジャーナル』
No.223、日中経済協会、2012年８月、17頁。
11）張忠任『現代中国の政府間財政関係』、御茶の水書房、2001年、163頁-201頁を参照されたい。
12）周旭亮・曲振涛「激励型政策下における東北地域の財政運営に関する実証分析（中国語）」『財経問
題研究』第12期（総第301期）、2008年12月を参照されたい。
13）内藤二郎「中国の財政制度と政策−改革・開放30年の変遷と課題」『フィナンシャル・レビュー』
No.96、財務省財務総合政策研究所、2009年９月、90頁。
14）土地出譲金は、2001年に発表された「国有土地の資産管理を強化することに関する通知」に基づい
て国有建設用地の使用権譲渡で得られた収入を指す。
15）土地・不動産関連収入には、上述の税収以外にも「企業所得税」、「個人所得税」、「都市維持建設
税」、「営業税」、「印紙税」のうち、建設業、不動産業から徴収される税収があり、非税収入のうち、
国有建設用地の使用権を民間企業などに譲渡することで得る「土地出譲金」がある。
16）劉家敏『土地・不動産依存の中国地方財政−安定財源の確保に向けた対策と今後の課題』みずほ総
合研究所『みずほインサイト』、2013年１月10日、３頁。
島根県立大学『総合政策論叢』第29号（2015年２月）
− 28 −
17）梶谷懐「土地政策−農村の開発と地方政府」中兼和津次『中国経済はどう変わったか−改革開放以
後の経済制度と政策を評価する』国際書院、2014年、170頁を参照されたい。
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